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1. 農産物市場間題の発生
一国の経済社会において，資本主義が発生，発展していくと，資本は工業
のみでなく農業をも当然把えていくことになる。そのことは農業経営の側面
にも資本の論理が浸透していく過程でもある。封建社会においても，それが
末期に至るほど，個別農業経営自体のなかから副業的家内工業的な部分ある
いは副次的な農産物を加工するような部分がしだいに分離し，分化していっ
た。つまりこのようにして農業と工業との分化，分業化がすすむのである。
また都市の人口が漸次増加していくと，それにともなって，一定程度の農産
物の商品化＝都市市場への供給も当然増大していく。このことから工業と農
業とのいわゆる社会的分業化が進展していくことになるのである。しかし封
建社会においては，こういった現象はまさに言葉の正しい意味で一定程度に
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とどまり，限界をもっているわけである。また封建社会では，個別農業経営
だけをとってみても，農村社会全体をとってみてもやはりまだまだ自給自足
的な色彩のつよいものであった。
資本主義社会が発生し発展し確立していくと，その発展の程度に応じて資
本は農業をとらえていくことになる。そのことを示すひとつの徴侯は多種類
の農産物の商品化がすすみ，その商品化率がたえず上昇していくという硯象
となってあらわれる。わが国の農業，農村の場合でみても，昭和20年に第二
次世界大戦が敗戦をもって迎えるまで，たしかに半封建的地主的土地所有制
に支配されていたとはいえ，いくつかの特産物的なものを中心として，農産
物の商品化は徐々にすすみ，各種農産物の商品化率もしだいに上昇してきて
いたのであった。つまり半封建的な地主的土地所有制というウクラードの中
にあっても，その意味では資本の論理は農業生産を徐々にとらえ，農産物の
(1) 
商品化を促しつつあったといえよう。
昭和20年の敗戦と，それにひきつづいて占領軍がおこなった農地改革を中
心とした一連の農村民主化政策は，それまでの半封建的地主的土地所有制を
まったく解体し，零細農耕制は解消されないままとはなったが，新しく自作
(2) 
農的土地所有制が確立することとなった。そうして，この自作農的土地所有
制と零細農耕といったもとで，新しい商業的農業の展開条件が与えられるこ
ととなった。
その後，おおよそ昭和30年代からわが国の商業的農業の展開は，個別農業
経営における農作物の各作目と品目の専門化，各産地における単一的な作目
や品目の集団的な採用＝主産地の形成，そうして地域的な分化＝特化といっ
(3) 
た形態ですすんでくるのである。
このような商業的農業の展開過程はまた，戦後の政府による上からの政策
(1) 近藤康男「農業経済論J(「近藤康男著作集」第2巻〔19741平J.187頁）。
(2) 川上正道・上原信博「農業政策論」 (1964年） 28~31頁。
(3) 戦後の商業的農業の展開については田辺良則「商業的農業の展開」（川村琢・
湯沢誠編「硯代農業と市場問題」 (1976年）所収， 63頁以下を参照されたい）。
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主導型の展開であり，農業政策を索引力としたものであった，といえよう。
その結果として，最近においては，各種の主要な商品農産物の湯合のその商
(4) 
品化率は，ほとんど80％を上回り90％以上に達するものも多いのである。戦
前段階（昭和 9~11年）の平均的商品化率が約50%，終戦直後はやや低下し
て40%，そうして高度経済成長が出発した時期は約60％などという数字と比
べると，いまや農産物の商品化率は，いずれの時点よりも格段の較差を示し
ていることになる。農産物商品化率という点だけからいうと，商業的農業は
いまや最高の段階ともいう‘べきところへと開花しているかのごとくである。
ところで商業的農業の形態が進捗し，農産物の商品化率が高まってきたと
いうことは，そのクテの半面として，農業生産や農業経営などが，主として
農産物の販売を目的として，つまり販売市場を志向して生産され経営されて
いること，したがって生産された大量の農産物は，市場すなわち販売先を発
見して最終的には消費者の消費へと結ぴつけられねばならないことを意味し
ている。換言すれば農産物の販売，市場問題が農業生産や農業経営の問題と
ただちに結合しつつ，いまやきわめて重要な課題として登場することとなっ
たのである。
資本主義経済のなかで商品が生産され，それが最終的な消費へと結ぴつけ
られねばならないという，いわゆる市場問題が発生するとき，その市場構造
なり，流通構造なりを規定するもの，すなわち市場のあり方の規定要因とも
いうべきものは，いったいなになのであろうか。一般論的にいえば，つぎの
諸点が指摘されうるであろう。
第ーはそれぞれの商品の生産のあり方である （つまりその商品の生産構
造）。独占的大企業の大量的生産商品であるのか， 中小企業で生産された商
品であるのか，はたまた小商品生産者のつくりだした商品であるのかなど生
産のあり方によって，その市場構造も場合によってはいちじるしく異ってく
ることになる。
第二にはそれぞれの商品の消費のあり方である （その商品の消費構造）。
(4) 同87頁。
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例えば生産財消費と消費財の消費とのあり方は大きく異っているが，そのた
めに流通のあり方ももちろん異っている。また，消費財だけの場合をとって
も耐及消費財と日常的食料品消費財などとでは，あるいは奢俊財と生活必需
品とでは流通のあり方が異ってくることとなろう。
第三には商品それぞれの商品的特性が流通のあり方に影響を与える（つま
り商品としての性格）。とくに貯蔵，保管， 輸送， 規格の難易などによって
流通も異ってくることは多言を用しない。
以上この生産構造と消費構造そうして商品的特性の三点は商品の流通構造
を規定する基本的な要因である。
つぎに第四に指摘しうることは，その商品を生産している大・中・小企業
（あるいは零細生産者）の市場に対する対応行動である。各種企業や協同販
売組織などの最近のマーケッティング行動などはこれに入れうるであろう。
さらに第五点として，前の第四点とも直接関連するとこが多いのであるが
その商品が生産されてから消費へと流れていく流通経路や流通機構の硯状や
動向，あるいはその流通経路や機構ができあがってきた歴史的な事情などを
(5) 
指摘しうるであろう。
なお，重要な最後の点としてその商品の流通，販売を担当している主要な
商業資本の運動（法則）についても見逃してはならないのである。
本稿は農産物のなかでも主として青果物の場合をとりあげて，青果物の市
場構造を規定している第一から第四点までの問題を正確にふまえつつ，第五
点と第六点の二つの課題に重点をおいて，分析を加えたものである。
2. 青果物流通と青果間屋
わが国の場合，青果物の生産から消費に至る過程は明治期に至って資本主
義経済に移行したのちにおいても，ただちには近代的な商業資本が流通機能
を担うような資本主義的な流通機構ができあがったわけではなかった。
(5) 御園喜博「農産物市場論」 (1966年） 14~15頁。
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周知のように明治時代に至るまでの徳川封建制の時代には，都市化のすす
んだ地域の人口に必要な青果物の供給のある部分は，その都市に存在した青
果問屋の手を通して供給された。これらの青果問屋は封建領主から与えられ
た，それなりの封建的な特権をもちまた規制を受けつつ（株仲間），青果物の
生産者や産地商人から出荷された青果物に対して価格形成をおこなって分散
過程につなぐという流通機能を果してきていたのであった。
資本主義経済の出発点である明治期に入ると，このような封建的な特権や
規制は一応法制上はもちろん実際上も当然なくなることとなった。だがしか
し，現実的には徳川封建時代からずっと存在を続けており，青果物流通にお
いて重要な役割を担ってきていた青果問屋の場合，その特権をなくし規制も
なくなったということで，明治期に入るとこつ然と姿を消してしまったのか
というと，そういうわけではない。封建時代から存在したそれらの青果問屋
は，明治期に入ってもやiまり都市の青果物の流通，取引上で，主として仲継
的機能と価格形成という重要な機能を果していたという実態に変化はなかっ
た。これらの青果問屋は資本主義の発展にともない都市人口の増加に対応し
て新しく参入した青果問屋と並んで青果物流通上その地歩をますます固めて
いく•こととなったのである。
また資本主義社会になったからといっても，青果問屋の性格が封建社会に
おけるそれ＇とまったく変ってしまった，というわけのものでもなかった。も
っとも資本主義経済の進展のもとで，その性格変化が表面的にはあきらかで
はないとしても，いくぶんなりともおこなわれつつあったことも間遮いない
であろう。この点についてはいまふれる余裕はない。
ともかく，封建社会から資本主義社会へと体制的な変化があったわけでは
あるが，農業生産の面では，明治の前期には存在していたやや経営規模の大
きい地主手作り経営がしだいに後退し，むしろ地主ー小作関係という新しい
寄生地主制が確立していく過程で，零細な小農経営の形態が農業生産の主体
となっていき， より強化されていくという傾向にあった。しかもこの零細
な小農的経営は，水稲作生産を中核にすえたものであり，半封建的地主的土
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地所有制のなかに包摂されることとなったわけであるから，青果物の生産そ
のものは一部の果実類や特産物的なものを除けば，いはば小農生産の形態に
規定された副業的な形態を本質的にぬけ出るものではなかったのである。こ
ういった明治，大正期を通じた青果物の生産構造のあり方に丁度相対応した
かたちで， その流通機能を担う青果問屋が存在し， 機能していたのであっ
た。
そうしてまた大正期に入るまでの都市化の進展がいまだいちじるしくなら
ない段階では，都市人口による青果物の消費総量はたしかに増大したとして
も，その消費の零細性，分散性，個別性という消費サイドの規定的条件は，
当時の青果問屋に，まだまだ前期的資本の性格を色濃く身に付着させること
を許したのであった。
資本主義経済の発展にともなって，そういった生産面と消費面との条件も
徐々に変化していくことになるのであるが，あとでものべるように大正12年
に中央卸売市場法が成立して，その法律にもとづき，昭和に入って各都市に
中央卸売市場が順次設立されるに至るまで，そういった前期的商人資本の性
格をもった青果問屋が存在し，青果物の重要な流通機能を担ってきていたの
(6) 
である。
3. 青果問屋における取引方法
ではこのような青果問屋を中心とした流通機能のなかでの，青果物の取引
の方法，あるいは取引実態はどうであったのか。その取引方法は青果物とい
う商品の特殊な商品的性格からして，青果問屋と出荷者との取引の側面では
一般的に出荷者側からの委託販売という形態であった。また，青果問屋と小
売商人との取引では，セリ取引や相対取引という形態をとっていた。つまり
都市の青果問屋は直接生産者やあるいは産地商人等からもち込まれてくる青
果物の販売委託を受けて，自分の店の店頭でそれを小売商人のセリにかけた
り，相対で値段をきめたりする，そうやって各出荷青果物の価格がきまり，
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現物はそれを仕入れた小売商人の手に引きとられていく，そうして出荷者に
(7) 
対しては，セリ価格や相対価格から一定の手数料（約 1割の場合が多い）が
さし引かれて精算され送金されるという取引形態である。
ところで生産者あるいは産地商人が青果物の販売を委託した現物を，小売
商人にセリ売りしたり，相対売りをおこなったりするという取引形態は，青
果物の生産と消費との零細，分散，個別性とその商品的性格からするといか
にも合理的であるかのようにみえる。少くともセリ取引の場合は青果問屋
に対して委託出荷された青果物が腐敗などしないうちにうまく需要にマッチ
したかたちで価格がつけられて，消費者の手まで渡っていく方法として，も
っとも適当であり，需要と供給とを介して公正な価格もつけられる，と考え
られるからである。だが実態は必ずしがもそうではなかったようである。例
えばセリ売りの場合でも，実際のセリ取引では，取引価格も取引量も第三者に
は全然わからない，いわゆる符牒取引であった。さらに相対取引の方法はい
わゆる袖下取引の形態であり，これこそ取引の当事者にしかわからない価格
決定方法である。その意味からすると，符牒取引，柚下取引の両者とも，合
理的とか公正とかいう点からは必ずしも正当化しえない取引方法であった，
といわねばならない。 とくに出荷者側からの委託販売という側面からいえ
ば，まったく出荷者の目にとどかないところでの取引であるか，あるいは出
荷者には実態のわからない不明な取引実態であった。したがって実際出荷者
の手に与えられる手取り価格は，極端にいえば青果問屋の手によっていつで
(8) 
も栽量の加えることが可能な価格でもあった，といわれる。実はこの点にき
わめて重要な問題がのこされていたといわなければならないのである。つま
り青果問屋にはあとでふれる近代的な委託売買資本としてではなく前期的商
人資本としての性格ー単に販売委託により受けとる手数料だけではなく，前
期的商人として売買差益利潤部分をも確保するというーがまだのこされてい
(6) 勝賀瀬質「青果物流通の実態ーー歴史と展望」 (1965年） 10~15頁。
(7) 藤田貞一郎「近代生鮮食料品市場の史的研究」 (1972年） 40頁以下の資料参照。
(8) 勝賀瀬，前掲書， 15頁。
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たといえよう。
さらに，そのような前期的性格に加えて，出荷者側を自己の商売の都合の
よいように釆配したり，差別的な取引をもなしうるという可能性も存在して
いたのである。このことが青果物の生産者手取価格を安くし逆に消費者価格
を高くする，そうして流通コストを多くするという要因ともなっていたので
あった。
これらのことがのちにみるように，中央卸売市場法の成立と開設，そうし
てそれまで存在していた青果問屋を排除して統一するというかたちでの，上
からの青果物の流通合理化政策を引き出していくことになる，ひとつの大き
な要因となったといわねばならない。
4. 青果物の流通機構の変化過程
資本主義経済が発展し，農工間の分業化がすすみ，地城間分業も成立，発
展していくことは商品の流通市場が拡大し，深化することでもある。ではこ
ういった資本主義的な市場の拡大，深化にともなって，商品の流遥機構は歴
史的にどのように発展し変化していくのであろうか。この点については，ぃ
わゆる流遥機構の類型化を試みられたものや，歴史的発展傾向としてとらえ
(9) 
られたものなど，すでに多くの先学の研究成果がのこされている。そうして
(10) 
それに対する批判的な検討もおこなわれている。ここでは青果物の流通機構
の歴史的な展開過程をみる一助として橋本勲教授が一般論的に提示された歴
史的展開図を手がかりとして検討していくこととしたい（第1図）。
楯本教授が提示されている流通機構の「歴史的変化類型図」にしたがえ
(9) 森下二次也「硯代商業経済論」 (1967年） 139頁以下。橋本勲「現代商業学」
100頁以下参照。
(10) 秋本育夫稿「商業段階」（森下二次也監修「商業の経済理論」 0976年〕 120~
138頁）。
第 1段階直接交換咆
第2,， 商人介入型
第3、, 111•小;,0分化）但
第4,， 卸分化型
第5“ 収集分敗型
第6. 分散型
第7,， 小針l排除型
第 8、9
第9”
第10,， 消'/l:(.iltl坂型
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第 1文l流通機構の歴史的変化類型図
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ば，まず第一段階から第五段階に至るまでは生産側の生産力の発展にともな
って，市場が拡大していくことを基礎的な条件変化としつつ，その変化にと
もなって生ずる流通機構の拡大化の過程を示したものである。
さらにつぎの第六から第十段階へと至る変化過程は，同じく生産面におい
て独占的な企業が出現し，大規模生産の形態が強化され，ますます生産力が
上昇していくことで，大量生産方式がすすみ，その生産面の変化が主導力と
なって，収集・分散型としてそれまでできあがってきた流通機構をしだいに
短縮化していく，という傾向を示したものである。
生産のサイドにおける資本主義の発展にともなう生産力の上昇，資本の集
積，集中と生産の大規模化，独占的企業の出現，大量生産方式の進行という
現象は，当然商品の需要の側面に対してもそれなりの影響を与えつつ，卸売
機能の分化というかたちで流通機構を拡大化させ，そうしてまた逆に流通機
構を短縮化させていくという歴史的な展開傾向，その変化の類型化は基本的
には正鵠を得たものであり，現実にも一般的にもみられるところである。
青果物の流通機構については少くともここでいう拡大化の過程は基本的に
はあてはめうる。しかし若干のアレンジを必要とし，またコメントをつけ加
えておかねばならない。なぜならば青果物という商品においては，資本主義
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の発展過程でその生産面，消費面とも，工業製品（とくに大企業の商品）に
おいて生じたような大きな変化はまだみられないといわねばならないからで
ある。とともに，しばしば指摘されてきたように，青果物の商品的性格を工
業商品のような性格へと近ずけることは，まだまだかなり困難でもあり，ま
たしいていえばそのことがむしろ無用であり無駄でもある側面も多いからで
ある。そこでまず流通機構の拡大化という問題からとりあげることとしよ
う。
一般に青果物の場合の流通機構の歴史的変化の過程は，まず生産者が消費
者に直接販売（直接交換の場合も含めて）するという形態からはじめられる
（一般的にはこの形態を「ふり売り」と呼んでいる）。そうしてつぎに第二
段階として，その商品的性格から生産者と消費者とが一定のときとところに
会合して取引をするという「いちば」取引形態をとる方向へとすすむ。
さらに商品化の段階がもう一歩すすめられると，この「いちば」取引の形
態とやや平行するというかたちで，商人が生産者と消費者との間に介在し，
生産者から買い取って，直接消費者に販売するという第三の段階にすすんで
いく。しかしこれらの段階までは，青果物の生産力も低く，その商品生産は
いまだプリミチプな段階である。
青果物の生産力が一層上昇し，その商品化もすすみ，また同時に需要側の
条件変化として，都市化が一定程度すすみ，消費人口の集中化という傾向が
すすんでいくと，それまでのような単純な流通機構では生産と消費とが結合
しえなくなってくる。都市に定着した小売商人とその小売商人に青果物を恒
常的に直接もち込む生産者や商人などがあらわれ，第四段階の流通機構がで
きあがっていく。
さらに個別生産形態としては零細，分散，個別性などをのこしながらも，
生産総量と販売量と消費総量の増大にともない生産と消費との地域的な隔絶
化が一段とすすめられると，青果物の収集から仲継，分散の各機能をスムー
スに果す一連の機能担当者を必要とするようになってくる。ここに都市で主
として仲継機能を担う青果問屋があらわれ，青果物の流通上もっとも重要な
農産物市場と農産物取扱資本（生田） (11)11 
(11) 
価格形成機能をも果すという第四段階が成立するのである。
すでに徳川封建制のもとでも，地域的には人口集中化のすすんだ都市が存
在していたわけであるから，消費人口が集中していたごく一部の都市とはい
え，橋本教授の提示されている第四段階の「卸分化型」に類似した流通機構
(12) 
ができあがってきていた，と考えられるのである。したがって青果物の場合
の流通機構の展開を図示すれば第二図のとおりになる。
第21i1
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このように消費都市に存在する青果問屋が市場機能の中心的な役割を担う
という流通形態と機構とは，明治期から大正期に至る間にはほとんど変化が
みられなかったようである。この点は青果物の生産構造の点においてもいえ
る。青果物の商品化率はたしかにたかまってきていたとはいえ，小農生産の
(11) 拙稿「野菜論」（若林秀泰編「青果物流通の経済分析」〔1969年〕 297,<...,301頁）。
(12) 流通経路については都市の近郊産地の青果物の場合と遠隔産地のもの（いわゆ
る旅荷）とによってもちろん相遮がある。第2図でいえば近郊産地の生産物は個
別生産者と青果問屋との直接取引のものが多く，遠隔産地のものは，産地商人の
取扱品が多かった．といえよう。
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副業的形態という本質的な点では，大きく変化したわけではなかったのであ
る。
もっとも，この期間にわが国の資本主義の発展にともなって，都市人口は
しだいに増加していった。 とはいっても青果物の消費需要の側面において
も，それまでの青果物の流通機構のあり方に根本的な影審を与えるほどの要
因が発生したわけではなかった。ともかく中央卸売市場法が大正12年に成立
し，昭和 2年から各都市に市場施設ができるまでは，その流通機構に基本的
(13) 
な変化はみられないままに推移してきたのであった。
中央卸売市場の開設は，つぎの第三図に示したような流通機構をつくりあ
げたが橋本教授の類型図でいえば丁度第五段階のものに類似するものであ
る。ここに資本主義経済の発展にともなった青果物の最終的な流通機構がで
きあがる。では，その後，この流通機構は短縮化の方向へと向うことになる
第3図
のか。とくに最近における青果物の生産面，消費面，そうしてその商品的性
格に影善を与える貯蔵技術面や輸送面などのさまざまな発展，改良，変化は
流通機構を短縮化へと向わしめる条件を整備しつつあることは，否定できな
(14) 
い。しかしわが国の青果物流通のなかで50年近くの歴史の重みもち， もっと
も重要な流通機能を果してきた中央卸売市場機構はそうー朝ータに変化する
ということはありえないであろう。
(13) 藤田，前掲書， 30~40頁。
(14) 拙稿「農産物の出荷段階における若干の問題」（三橋時雄編「戦後日本農業の
史的展開」〔1975年］ 159頁以下）。
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5. 中央卸売市場の成立過程
わが国に中央卸売市場法が成立しこの法律にもとづいて京都市をはじめと
して大都市に次々と中央卸売市場が開設されていったことについては，大き
くわけてその社会経済的背景と中央卸売市場を成立せしめるに至った直接的
(15) 
な契機とが存在している。まず最初の社会経済的な背景から検討しよう。
第一次世界大戦はわが国の資本主義の発展その構造的な変化に大きな影響
を与えるものであった。すなわちこの大戦は，わが国の工業生産部門の重工
業化を促すのに一つの転機を与えたのである。またこれを契機として海外市
場が急速に拡大することになり，わが国の工業生産は飛躍的に増大すること
となった。いわばこの頃からわが国の独占資本主義は本格的な展開期を迎え
(16) 
ることとなったのである。工業の発展は労働力を都市，工業地帯に吸引し，
都市人口の増加へとつながり，都市化を一層進行されていくこととなった。
ところが，このようなわが国の工業生産の側面における経済構造の急速な
変化にもかかわらず，労働力の再生産のための重要な契機である生鮮食料品
の市場構造にはあまり変化がみられなかったことは，さきに指摘したとおり
である。青果物の卸売段階で前期的商人資本である青果問屋が仲継と価格形
成という主要な機能をにぎっているという状態のまま，推移してきたのであ
った。つまり日本資本主義の構造的変化に適切にマッチしえない旧態依然と
(15) わが国に中央卸売市場法が成立し，中央卸売市場施設ができあがる，その経緯
については各都市の「中央卸市場00年史」等の出版において，その事実関係の
分析を中心にかなりの蓄積が存在している。だがこの点を本格的な経済史的研究
としてまとめられたものはさほど豊富でない。しかし優れた研究業績も出されて
いないわけではない。その業績のひとつに注 (7)で指摘した藤田貞一郎教授の
r近代生鮮食料品市場の史的研究」がある。この著作は日本資本主義の発展・構
造変化のなかに生鮮食料品の流遥構造の変化態様を位置づけようと試みられ，豊
富な資料を駆使して分析された力作である。以下の中央卸売市場の成立過程に関
する論述は，その多くをこの著作に依拠している。
(16) 井上晴丸「日本資本主義の発展と農業及ぴ農政」 (1957年） 238頁以下。
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した生鮮食料品の流通構造が存在し，その矛盾の激化のなかに青果物市場を
変革せしめていく社会経済的な背景があったわけである。
さてではつぎに中央卸売市場が成立するに至る直接的な契機についてみる
と以下の三点を指摘しうるであろう。
第ーは当時の小売市場の段階において，地方公共団体による公設市場が設
置されるようになったこと，およびこのことが当時高騰気味であった生鮮食
料品価格をしだいに沈静させていったことである。第一次世界大戦はたしか
に産業界を刺激し，一時的にしろ経済的には好況をもたらした。だが一般庶
民に対しては，むしろ生活必需品である生鮮食品の価格が急速に高くなる，
という悪材料を与えた面も大きかった。このよってくるところはつぎのよう
に認識されたのである。都市に集中した労働者の生鮮食料品等の需要が増大
するのに対して，小売段階における流通市場はいまだ前近代的で，このよう
な需要の増大に適応しえないためである，したがって，中心的な都市に公設
市場を設立して小売標準価格等を設定することで，小売段階のこの前近代性
を払拭していくべきである，そのことが，また，都市労働者に対しても社会
政策的意義をもたせうることができるのだ，と。そのような認識のもとに公
設市場の設置が提案され，大正7年大阪市に公設市場が設立されたのを手は
じめとして，多くの都市にこの種の公設市場が設立されることとなった。か
くしてまた公設市場で販売される商品の標準価格は，他の小売商の小売価格
を規制するという効果を十分に発揮したのである。
しかしながら，このような小売段階における流通改善はそれだけで終るも
のではありえなかった。青果物の場合はむしろ前期的商人資本である青果問
屋の担当している卸売段階にこそ大きな問題がのこされていたことはすでに
みたとおりである。そうして結局前近代的性格をもつ青果問屋の排除＝前期
的商人資本の近代化策＝中央卸売市場の設立へと当然つながっていかざるを
えなかったのである。
第二の契機として指摘しうるのは魚市場の構造改革の問題である。これは
わが国の水産業の生産構造における変化をその動因としている。わが国の水
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産業はすでに明治末期に資本主義的経営が台頭していた。このような生産構
造の変化＝企業体化，大規模経営化は旧来からの零細な魚問屋の手になる零
細・小量の取引形態と矛盾することになるのは当然のことであった。大正元
年にだされている「魚市場法要網」の内容はこのことをあきらかにしてい
る。つまり水産業の生産構造の変化に見合った流通機構の改革を要請してい
たのである。そうして魚市場の改革が行われるのならば青果物にも適用しよ
うということとなったのであった。
第三の契機として大正7年に発生した米騒動をあげることができよう。生
鮮食料品の流通過程の前近代性＝前期的資本の暗躍から発生する一時的な商
品の流れの停滞あるいは思惑的な投機行動がいかに社会不安を醸成すること
になるのかについて，当時の国家権力は米騒動という現実の前に，そのこと
をいやというほどみせつけられることとなったのである。ここにも生鮮食料
品の卸売段階を上からの改革に手をつけていく必然性の契機を認きうる。
6. 青果物取扱資本の運動法則＝仲継機能と価格形成
中央卸売市場における青果物の荷受資本はすでにのべてきたように，機能
面からみた資本の性格からいえば仲継卸売商業資本であり，その資本運動は
委託売買資本の運動法則をとるものである。仲継卸売商業資本の機能は，ま
ず第一に青果物の生産段階に密着している収集過程で収集された青果物を消
費段階に至るところの，分散機能へとつなぐという仲継機能を果しつつ，青
果物の需給調整をおこなうものである。そうして第二に，当然このような需
給調整は青果物の価格形成を通じておこなわれるわけであるから価格決定機
能をも果すこととなる。また第三に，青果物を形成された価格で仲買人等の
売買参加人に引渡することによって価格の実現を支えるという機能も果して
いる。
中央卸売市場の荷受資本はこれらの諸機能を，委託売買資本の運動として
おこなっている。それでは委託売買資本とはどのような性格をもつ資本であ
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(17) 
りどのような運動形態をとるのかをみなければならない。周知のとおり商業
資本の運動は G-W-G’ で示される。 まず貨弊資本の形態で存在し商品資
本へと姿態転換をし，そうして再ぴ貨弊資本にもどることにおいて，商品価
値の実現をおこない平均利潤を獲得するという運動である。
その場合に，この商業資本の運動の中心的役割を担うのは，もっばら商品
(18) 
の購買と販売とに向けられる商品買取資本といわれる資本である。しかしな
がら商業資本の運動はこの商品の購買にむけられ，いったん商品資本へと転
換する商品買取資本のみの姿態転換運動だけでは十分な流通機能を果しえな
い。商品買取資本が商品価値を実現するのに十全な売買機能を果すために
は，その機能を支える売買操作を欠すことができないし，また売買のために
必要な費用を支弁する資本ももちろん必要である。資本主義経済が発展し売
買行為が多くなり取引，売買量が増大するほどますますこのような資本部分
の必要性は大きくなっていかざるをえない。このために投ぜられるべき資本
を売買操作資本という。
委託売買資本は商業資本の一種として商品買取資本部分が存在しないとい
うか，商品買取資本の不必要な資本である。その意味では完全な商業資本か
ら部分的な無機能化がすすめられた資本であるともいえよう。したがって，
この資本は売買操作資本のみによって占められている資本である。
中央卸買市場の仲継卸売商業資本はこのような委託売買資本の一種であ
る。一種であるという意味は純粋な委託売買資本とはいえない，と考えられ
るからである。本来の純粋な委託売買資本は商品買取資本部分は存在しない
としてもその全資本が売買操作資本であり，自己の計算のもとに売買委託手
数料（率）の設定が可能であり，売買の主休にはなりえないとしても，売買
活動そのものは自主的に自由におこなうことができる。
これに対して中央卸売市場の荷受資本の場合は若干その性格が異っている
と考えねばならない。まず第一に売買操作資本として投ぜられるべき建物な
(17) 委託売買資本の性格については森下，前掲書， 222~223頁を参照されたい。
(18) 同書， 112頁以下。
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どの市場施設への資本投下は不必要である。これに対しては比較的安い手数
料さえ支払えばよいのである。第二にしかしその代りに取扱手数料（率）が
制限され取扱品目や取引方法なども規制されて，いわば資本運動の一部が制
約されている。そうして第三に荷受資本は中央卸売市場で排他的に市場施設
を利用する権利が与えられ，そこでの青果物取引ではほぼ独占的な活動をお
こないうる。こういった諸点から中央卸売市場で機能している荷受資本は一
種の制約された委託売買資本であると性格ずけて，論義を先にすすめること
(19) 
としよう。
このような自立化してはいるが制約を受けた委託売買資本が資本の本性と
して最大限の利潤を求めていくという資本運動をおこなう場合，どのような
方向にむかうことになるであろうか。委託売買手数料（率）と取扱品目；取
引方法等が制約されているわけであろうから，利潤の極大化を求める方法と
してはつぎの三つの方策が考えられよう。
まず第ーは青果物の取扱数量，金額を増大させるという方法である。そう
して第二はそのことに加えて青果物取引の回転を早める，すなわち資本回転
(20) 
の促進という方法である。手数料（率）が一定であれぱ，取引数量，金額の
増大と取引回転の促進とは，委託売買資本としての手数料収入を増大させる
ための一般的な方法であり，当然利潤の増大へとつながることになろう。産
地からの荷引き競争の激化や荷受資本と大型産地との間の取引結合関係の強
化などといったような現象は， この種の資本運動の具体的なあらわれであ
り，結果でもある。
第三の方法としてはいうまでもなく経営の合理化があげられよう。とくに
青果物の仲継機能を直接担っている労働者の労働の強化と諸経費の節減など
があげられうる。いずれにしても中央卸売市場が全国的な青果物市場のなか
で単なる消費市場から集散市場へと転化していき，地方市場に対する転送荷
(19) 三国英美「中央卸売市場と商業資本に関する試論」（「北海道大学農経論集」
第23集， 88頁）。
(20) 同「中央卸売市場の展開と商業資本の諸機能」（同， 27隻， 177~178頁）。
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が増大していくことになるのは決して不思議な硯象とはいえない。このこと
もいままでのべてきたように，中央卸売市場の荷受資本が一種の制約された
委託売買資本として，最大限の利潤を求める資本運動の当然の結果にすぎな
いものである。
さらに委託売買資本は前述のような資本運動だけや種々の制約条件からの
脱却を求ていくだけに終るわけではない。商業資本としての完全化，すなわ
ち委託売買資本そのものからも可能なかぎり脱却することを求めていくこと
になる。昭和46年に成立した新しい卸売市場法は委託売買資本としての荷受
資本が中央卸売市場法によって長年制約を受けてきた資本運動の，部分的な
解放をいわば法的に公認したものと理解しなければならない。
旧中央卸売市場法では市場施設を公的に投資するということをバックとし
て，ともかく取引の公正化ということを第一義的なねらいとしたものであっ
た。このことは中央卸売市場法に規定された出荷者からの委託販売，即日全
量上場，公開セリ取引，手数料以外の報償の禁止等といった諸「原則」を一
見すればあきらかとなる。
ところが新卸売市場法では， 旧中央卸売市場法の規制はかなりゆるめら
れ，いくつかの新しい取引方羨が採用されることとなった。まず第一に価格
形成は公開セリ取引が原則であったのに対し，価格の「安定性」を確保する
ためあるいは「効率的な流通」を確保するということで， 「相対取引」を公
認するという例外規定がもうけられた。この例外規定によって相対取引が可
能となったものは果実と食肉の大部分，冷凍水産物と生鮮水産物の加工品お
よびそれに野菜の一部が含まれている。これによって水産物を中心に相対取
引が大幅に増大することとなった。
第二に出荷者からの委託販売以外に荷受資本の「自己の計算による卸売」
すなわち買付け集荷が可能になった。委託売買資本としての売買操作資本に
加えて商品買取資本としての運動が可能となり商業資本として機能する領域
が拡大され，利潤の増大化をめざしていくことが容易となったのである。
第三にセリ取引をおこなう前に出荷物を「先取り」または「先付け」する
農産物市場と農産物取扱資本（生田） （19)19 
という取引方法が隠められた。そうしてこのことが荷受資本による商品の地
方市場への転送にも利用されることとなり，いわば集散市場としても公圏さ
(21) 
れることとなったのである。
最後に結論的にいえば，これらの新しい取引方法の採用は，明らかに制約
された委託売買資本からの脱却，すなわち単なる手数料商人から完全なる商
業資本への部分的な転化を法的に公隠したもの，といってよいであろう。
(21) これらの取引方法を採用することによって中央卸売市場の荷受資本は取扱いを
ふやすためつぎのような方策を講じていると細川充史氏は指摘されている。
「①地方市場の卸売会社を系列化して，売買参加権をとらせるなどして，優先
的に先取転送する，③地方中核都市の市場と経常的な配送契約をする（このため
新卸売市場法にもられた予約相対制や「第三者販売」条項を活用）， ⑧かさばっ
て重く単価の安い「大衆野莱」を敬遠して，単価の高い高級野菜を重点的に扱う
（水産物でも同じ）， ④規格化や見本取引，すじ売り（等級一括取引）をふやし
て，少い労力で効率よく売る，⑤狭い卸売場を効率よく使うと称して業者の先取
りをどんどんやらせる， 法令で決められた制限は無視する，⑥会社自ら大手業
者， スーパーなどから注文をとる（東京青果営業調査室）， ⑦新卸売市場法で認
められた市場外保管場所の活用，⑧大量に買う業者には相対売りで安く売る，⑨
委託でなく買付けて品物を確保する（とくに水産物に多い）など法改訂をフルに
活用して販路を開拓しようとしており，これが集散市場体系づくりにも直接つな
がるし，消費者の食生活にも影響を与えている」（重富健一，井野隆一編「食糧
問題の基本視覚」〔1976年］ 272~273頁）。
